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７．「看護の日」及び「看護週間」実施状況  

 

【平成２３年度】  

テーマ  「５月１２日は看護の日  看護の心をみんなの心に」  

日  程  「看護の日」：平成２３年５月１２日（木）  

    「看護週間」：平成２３年５月８日（日）～１４日（土）  

主  催  厚生労働省及び公益社団法人日本看護協会  

後  援  文部科学省、社団法人日本医師会、社団法人日本歯科医師会、

社団法人日本薬剤師会及び社会福祉法人全国社会福祉協議会  

協  賛  社団法人日本病院会、社団法人日本医療法人協会、社団法人日

本精神科病院協会、社団法人日本助産師会、社団法人全日本病

院協会、社団法人全国自治体病院協議会、社団法人日本精神科

看護技術協会及び財団法人日本訪問看護振興財団等  

中央行事  「忘れられない看護エピソード」の募集  

  ・表彰式（受賞作品発表、表彰等）  

    日  時：平成２３年５月１４日（土）  

    場  所：日本看護協会ビルＪＮＡホール（渋谷区神宮前）  

全国行事  「ふれあい看護体験」、「出前授業」の実施  

  ・「ふれあい看護体験」は看護週間を中心に病院、訪問看護ステー

ション、老人保健施設など、全国約 2,900 施設が実施し、約 46,000

人が体験。  

  ・看護職が学校に出かけ、教室で子供達に直接語りかける「出前授

業」は、７県６９か所で実施された。  

 

【平成２４年度】  

テーマ  「５月１２日は看護の日  看護の心をみんなの心に」  

日  程  「看護の日」：平成２４年５月１２日（土）  

    「看護週間」：平成２４年５月６日（日）～１２日（土）  

主  催  厚生労働省及び公益社団法人日本看護協会  

後  援  文部科学省、社団法人日本医師会、社団法人日本歯科医師会、

社団法人日本薬剤師会及び社会福祉法人全国社会福祉協議会  

協  賛  社団法人日本病院会、社団法人日本医療法人協会、社団法人日

本精神科病院協会、社団法人日本助産師会、社団法人全日本病

院協会、社団法人全国自治体病院協議会、社団法人日本精神科

看護技術協会及び財団法人日本訪問看護振興財団等  

中央行事  「忘れられない看護エピソード」の募集  

  ・表彰式（受賞作品発表、表彰等）  

    日  時：平成２４年５月１２日（土）  

    場  所：日本看護協会ビルＪＮＡホール（渋谷区神宮前）  
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・日インドネシア経済連携協定（平成20年７月１日発効）に基づく看護師・介護福祉士候補者等の受入
れは、原則として外国人の就労が認められていない分野において、経済活動の連携の強化の観点から、
二国間の協定に基づき、公的な枠組みで特例的に行うものである。 

（看護・介護分野の労働力不足への対応ではなく、国内労働市場への影響を考慮して受入れ最大人数を設定。） 
 

・候補者の受入れを適正に実施する観点から、我が国においては国際厚生事業団（JICWELS）が唯一の
あっせん機関として位置づけられ、これ以外の職業紹介事業者や労働者派遣事業者にあっせんを依頼
することはできない。  

看護師コース 
（在留期間は最大３年間） 

介護福祉士コース 
（在留期間は最大４年間） 

看護導入研修 

介護施設で雇用契約に基づき就労・研修 
                     （３年以上） 
 ・介護の専門知識及び技術の修得 
 ・日本語の継続学習 

看護師国家試験の受験（３回まで） 介護福祉士国家試験の受験（１回） 

病院で雇用契約に基づき就労・研修 
 ・看護補助業務に従事  
 ・看護の専門知識及び技術の修得 
 ・日本語の継続学習 

介護導入研修 

帰国 

（短期滞在） 

看護師国家試験の受験 

看護師として就労 
（在留資格は、上限なく更新可能） 

帰国 

（短期滞在） 

介護福祉士国家試験の受験 

介護福祉士として就労 
（在留資格は、上限なく更新可能） 

平成２３年度 経済連携協定に基づくインドネシア人候補者の受入れについて 

※１ 日本語能力試験N２（旧２級）程度の日本語能力がある場合（累計7人（看護0人、介護7人 ）） 
※２ 協定外の枠組みで行うもの。 

    「高等教育機関（３年以上）卒業＋ 
インドネシア政府による介護士の認定」 又は 
「インドネシアの看護学校（３年以上）卒業者」 

 

インドネシアの看護師 
＋２年間の実務経験 

JICWELS のあっせんによる雇用契約の締結 

平成20年度は208人（看護104人、介護104人）、平成21年度は362人（看護173人、介護189人）、 
平成22年度は116人（看護39人、介護77人）、平成23年度は105人（看護47人、介護58人）が入国。 

一定の日本語能力を 
有すると認められる者※１ 

受入れ実績等 

趣旨・目的等 

JICWELS のあっせんによる雇用契約の締結 

一定の日本語能力を 
有すると認められる者※１ 

不合格（資格不取得） 合格（資格取得） 不合格（資格不取得） 合格（資格取得） 

日本語予備教育※２ 

６か月間の日本語研修 

日本語予備教育※２ 

６か月間の日本語研修 
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看護師コース 
（在留期間は最大３年間） 

介護福祉士コース 

就労コース 
（在留期間は最大４年間） 

就学コース 
（在留期間は養成課程修了まで） 

  

看護導入研修 

看護師国家試験の受験（３回まで） 

雇用契約に基づき就労・研修 
 ・看護補助業務に従事 
 ・看護の専門知識及び技術の修得 
 ・日本語の継続学習 

帰国 

看護師として就労 
（在留資格は、 

上限なく更新可能） 

介護福祉士として就労 
（在留資格は、 

上限なく更新可能） 

平成２３年度 経済連携協定に基づくフィリピン人候補者の受入れについて 

不合格 
（資格不取得） 

合格 
（資格取得） 

「４年制大学卒業＋フィリピン政府
による介護士の認定」又は「フィリ
ピンの看護学校(学士)(４年)卒業」 

 

フィリピンの看護師 
＋３年間の実務経験 

平成21年度は310人（看護93人、介護217人（就労190人、就学27人））、 
平成22年度は128人（看護46人、介護82人（就労72人、就学10人））、 
平成23年度は131人（看護70人、介護61人（就労61人、就学は募集なし））が入国。 

受入れ実績等 

趣旨・目的等 

介護導入研修 

介護福祉士国家試験の受験（１回） 

雇用契約に基づき就労・研修 
               （３年以上） 
 ・介護の専門知識及び技術の修得 
 ・日本語の継続学習 

帰国 

（短期滞在） 

国家試験の受験 

不合格 
（資格不取得） 

合格 
（資格取得） 

介護福祉士として就労 
（在留資格は、 

上限なく更新可能） 

 
４年制大学卒業 

 

養成校で就学 
 ・介護の専門知識及び技術の習得 
 ・日本語の継続学習 

介護福祉士養成課程の修了 
（資格取得） 

一定の日本語能力を 
有すると認められる者※１ 

６ヶ月間の日本語研修 

JICWELSの紹介による 
入学許可書の署名 

JICWELSのあっせんによる 
雇用契約の締結 

一定の日本語能力を 
有すると認められる者※１ 

一定の日本語能力を 
有すると認められる者※１ 

※１ 日本語能力試験N２（旧２級）程度の日本語能力がある場合（累計13人（看護0人、介護13人）） 
※２ 協定外の枠組みで行うもの。 

・日フィリピン経済連携協定（平成20年12月11日発効）に基づく看護師・介護福祉士候補者等の受入れ
は、原則として外国人の就労が認められていない分野において、経済活動の連携の強化の観点から、
二国間の協定に基づき、公的な枠組みで特例的に行うものである。 

（看護・介護分野の労働力不足への対応ではなく、国内労働市場への影響を考慮して受入れ最大人数を設定。） 
 

・候補者の受入れを適正に実施する観点から、我が国においては国際厚生事業団（JICWELS）が唯一の
あっせん機関として位置づけられ、これ以外の職業紹介事業者や労働者派遣事業者にあっせんを依頼
することはできない。  

日本語予備教育※２ 

６ヶ月間の日本語研修 

日本語予備教育※２ 

６ヶ月間の日本語研修 

JICWELSのあっせんによる 
雇用契約の締結 

（短期滞在） 

国家試験の受験 
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平成24年2月1日現在
（単位：人）

就労・研修中の人数
（※１）

雇用契約・就学終了・帰
国者数（※１，２，３，４）

看護 104 27 62 15

介護 104 94 10 -

看護 173 154 17 2

介護 189 174 15 -

看護 39 36 3 0

介護 77 74 3 -

看護 47 47 0 -

介護 58 58 0 -

就労・研修中の人数
（※１，５）

雇用契約・就学終了・帰
国者数（※１，２，３，４）

看護 93 62 29 2

介護（就労） 190 156 34 -

看護 46 42 4 0

介護（就労） 72 63 9 -

看護 70 69 1 -

介護（就労） 61 61 0 -

介護（就学） 27 22 5 -

介護（就学） 10 10 0 -

介護（就学） - - - -

就労・研修中の人数
（※１，５）

雇用契約・就学終了・帰
国者数（※１，２，３，４）

看護 363 264 82 17

介護 428 400 28 -

看護 209 173 34 2

介護（就労） 323 280 43 -

介護（就学） 37 32 5 -

791 664 110 17

569 485 82 2

572 437 116 19

788 712 76 -

1360 1149 192 19

1323 1117 187 19

累計人数 就労中の人数（※７）
雇用契約・就学終了・帰
国者数（※１，２，３，４）

19 18 1

※１
※２

※３

※４

※５ 「介護（就学）」については就学中の候補者の人数。
※６ 免許の交付時点ではなく、合否結果の発表時点を以て計上している。
※７ 特定活動（EPA)の在留資格により看護師として就労中の人数。

合格者

合格者入国者数インドネシア

フィリピン 入国者数
候補者

合格者

経済連携協定に基づく外国人看護師・介護福祉士候補者等の現状

２０年度

２１年度

インドネシア合計

２３年度

候補者

合計 入国者数
候補者

フィリピン合計

インドネ
シア

フィリピ
ン

２２年度

２１年度

２２年度

２２年度

２１年度

２３年度

２３年度

雇用契約終了報告書が雇用契約終了後に提出されることや、雇用契約終了報告書に記載された雇用契約終了
の予定の変更があり得るため、人数は今後増減があり得る。

看護合計

介護合計（就学含む）

合計（就学含む）

合計（就学除く）

雇用契約終了日（雇用契約終了の手続をとる前に本帰国した場合は帰国日（注：一時帰国中に雇用契約が終了
された場合は雇用契約終了日））を以て、雇用契約終了・帰国者数に計上している。

国家試験合格前（就学コースにあっては国家資格取得前）の候補者の人数。

一時帰国の場合、雇用契約終了・帰国者数には含めていない（引き続き就労・研修中（就学コースにあっては就
学中、資格取得者にあっては就労中）とみなしている）。

看護師（※７）

合格者
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経済連携協定（ＥＰＡ）に基づくインドネシア人及びフィリピン人 

看護師・介護福祉士候補者の滞在期間の延長について 

 

平成 23年３月 11日 

閣 議 決 定 

 

 「包括的経済連携に関する基本方針」（平成 22年 11月９日閣議決定）に基づ

き国家戦略担当大臣の下に設置された「人の移動に関する検討グループ」（平成

22 年 11 月 15 日国家戦略担当大臣決定）において、経済上の連携に関する日本

国とインドネシア共和国との間の協定（平成 20 年条約第２号。以下「日インド

ネシアＥＰＡ」という。）及び経済上の連携に関する日本国とフィリピン共和国

との間の協定（平成 20 年条約第 16 号。以下「日フィリピンＥＰＡ」という。）

に基づき本邦に滞在しているインドネシア人及びフィリピン人の看護師候補者

並びに介護福祉士候補者（以下「外国人看護師・介護福祉士候補者」という。）

の扱いについて検討を行ってきたところ、同グループにおける検討結果を踏ま

え、次のとおり決定する。 

 

１．決定の趣旨 

 日インドネシアＥＰＡ又は日フィリピンＥＰＡに基づき本邦に入国・滞在

する外国人看護師・介護福祉士候補者は、協定に基づく滞在期間中に国家資

格を取得できない場合、帰国することとなるが、受験時期までの就労・研修

期間が短かった事情はあるものの、これまでのところ国家資格取得者の数は

非常に限られており、候補者が国家資格取得という目的を達成することが容

易ではないことが判明した。 

本件決定は、上記「包括的経済連携に関する基本方針」における「国を開

く」という観点から、また、相手国との関係で一定の外交上の配慮が求めら

れる状況の下、一定の範囲の外国人看護師・介護福祉士候補者が、協定外の

枠組みにおいて、協定に基づく滞在期間を超えて日本で就労・研修を継続し

国家試験を受験する機会を特例的に一回に限り得られるようにするものであ

る。 

 

２．本邦に滞在している外国人看護師・介護福祉士候補者の特例的な滞在期間

の延長 

 政府は、日インドネシアＥＰＡ及び日フィリピンＥＰＡに規定する義務を

超えて、就労開始後に受入施設で行われる外国人看護師・介護福祉士候補者

に対する追加的な学習支援を平成22年度から本格的に開始したところである。

この本格的な支援が開始される前の平成 20 年度又は平成 21 年度に入国した

外国人看護師・介護福祉士候補者、すなわちインドネシア人看護師候補者及

び介護福祉士候補者第１陣及び第２陣並びにフィリピン人看護師候補者及び
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介護福祉士候補者第１陣（注：各国との受入制度開始初年度に入国した候補

者を「第１陣」という。）については、外交上の配慮の観点から別途の扱いと

することも許容されるとの考え方から、日インドネシアＥＰＡ及び日フィリ

ピンＥＰＡによる受入枠組みを前提とした上で、研修意欲の低下を招かない

よう配慮しつつ、３．の一定の条件に該当した場合に、就労・研修しながら

協定に基づく滞在期間中の最後の国家試験の次年度の国家試験合格を目指す

こと等を可能とするため、追加的に１年間の滞在期間延長を認める対象とす

る。 

 

３．滞在期間の延長を認めるに当たっての条件 

（１）インドネシア人第１陣看護師候補者 

インドネシア人第１陣看護師候補者のうち、次のいずれにも該当する場合

に限り、所要の手続及び審査を経て、２．のとおり一年間の追加的滞在を認

めることができるものとする。 

ア 追加的な滞在期間における就労・研修は、協定に基づく受入機関との雇

用契約に基づいて行われること。 

イ 候補者本人から平成 23 年度の国家試験合格に向けて精励するとの意思

が表明されていること。 

ウ 受入機関により、平成 23 年度の国家試験合格を目指すため、候補者の

特性に応じた研修改善計画が組織的に作成されていること。 

エ 受入機関により、平成 23 年度の国家試験合格に向けた受入体制を確保

するとともに、上記計画に基づき適切な研修を実施するとの意思が表明さ

れていること。 

オ 平成 22年度の国家試験の得点が一定の水準以上の者であること。 

 

（２）その他の滞在期間の延長の対象者 

２．の外国人看護師・介護福祉士候補者のうち、インドネシア人看護師候

補者第１陣以外の候補者（以下「その他の対象者」という。）が、一回に限

り日本で就労・研修しながら国家試験を受験する機会を得られるようにする

ための追加的な滞在期間の延長は、就労開始後に行う研修に対する政府によ

る支援を受けた程度及びインドネシア人第１陣看護師候補者に対して適用

する３．（１）オの基準（注:その他の対象者にとって協定に基づく滞在にお

ける最後の受験機会となる国家試験の得点）も勘案しつつ、基本的には３．

（１）と同様の条件の下にこれを認めることとする。その具体的な内容につ

いては、改めて検討する。 

 

 

               （以上） 
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